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                                     和歌⼭県太地町森浦湾ʻクジラの海ʼ 
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「ナガスクジラは誰のもの？」IKAN 
 
 ⽔産庁が、商業捕鯨に捕獲枠にナガスクジ
ラを追加するということが明らかになったの
は、5 ⽉ 9 ⽇のメディア報道でした。それま
で確かに捕鯨会社がナガスクジラを捕獲対象
としたいという報道は繰り返しなされてきま
した。また、新たに建造された捕鯨⺟船の関
鯨丸には、捕獲されたナガスクジラを引き上
げるのが容易いように、後部にあるスリップ
ウェイと呼ばれる開⼝部や⾓度を緩やかにす
るなどナガスクジラ捕獲の準備は万端であっ
たようです。 
しかし、それでも、ナガスクジラ捕獲には

いくつもの障壁がありました。⼀つ⽬は、ク
ジラの管理を担う国際捕鯨委員会（IWC）
に、ナガスクジラの⽣息数等の情報がないこ
とです。もし、⽇本が国際的な管理⽅法に従
うなら、⽣息数があきらかでなければ捕獲枠
の算出はできません。また、国際⾃然保護連
合の野⽣⽣物の⽣息状態の危険度を⽰すレッ
ドデータでナガスクジラは回復途上であると
されていますが、それでもまだ危急種であ
り、移動範囲にあるカナダやアメリカでは絶
滅危惧種に指定されています。そしてなん
と、捕獲を発表した当時は、⽔産庁にもその
傘下である国⽴研究開発法⼈、⽔産研究・教
育機構も、ナガスクジラのデータは存在しな
かったのです（つい最近、⽔産庁に公表され
ましたが）。ナガスクジラの商業捕鯨追加に

ついては、6 ⽉ 13 ⽇開催される⽔産政策審
議会の資源管理分科会でその是⾮が問われる
ことになりました。ところが、当の審議会の
委員には鯨類の専⾨家は含まれず、しかも、
委員に詳細な情報が提⽰されたのは、審議会
の開始 1 時間前で⼿元には資料がありません
でした。にもかかわらず、当⽇の審議会では
60 頭（混獲１含む）の捕獲枠が決まり、漁
獲可能量TAC（Total Allowable Catch）に加
えられました。その問題点や経緯について
は、真⽥康弘⽒がわかりやすく説明してくだ
さっているので重複は避けますが、実際にこ
れまで捕鯨に関わってきた⽇本の専⾨家や科
学者もこの決定に反対しているのです。 
 私たちは⽔産庁の発表を知って早速、ナガ
スクジラの捕獲に反対する署名活動を開始
し、わずかな時間で国内 13団体と海外 31団
体の署名を集め、岸⽥総理⼤⾂、坂本農⽔⼤
⾂、森⽔産庁⻑官に内容証明付き⽂書で送付
しました。 
 
 新たな捕鯨船「関鯨丸」はこの 5 ⽉ 25 ⽇
に下関を出発して 6 ⽉ 10 ⽇には、ニタリク
ジラ 15 頭を仙台港に陸揚げしたと報道され
ており、現在も操業中で 7⽉末から捕獲が始
まるとされています。１企業の利益のため、
世界の反対を押し切ってのナガスクジラの捕
獲にこれからも反対していきましょう。 
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「ナガスクジラの商業利⽤に反対する」 

 
内閣総理大臣 岸田文雄殿 
農林水産大臣 坂本哲志殿 
水産庁長官 森 健殿 
 
 

 政府は、この 5 ⽉ 9 ⽇、漁業資源の管理指針を改変し、商業捕鯨の対象にナガスク
ジラを付け加える予定であることを公表しました 
 ナガスクジラは、過去の商業捕鯨全盛期に⾮常に多く捕獲され、絶滅の危機を迎え
ました。捕鯨⼀時停⽌により、その数は現在回復途上にあるものの、いまだに国際⾃
然保護連合（IUCN）のレッドリストでは「危急種」に指定されており、保護が必要
なクジラです。報道では「増えている」ということを捕獲対象に加える理由としてい
ると伝えられていますが、増えている根拠についてはどの報道にも書かれておらず、
科学的な根拠は、国の施策のどこを探しても⾒当たりません。また、国際的に認めら
れているナガスクジラの推定個体数もありません。それにもかかわらず、今回の改訂
に際しては、5 ⽉ 7 ⽇から 6 ⽉ 5 ⽇という短期間でのパブリックコメントを求めてい
ます。捕獲して利益を得たいという側は、明確な根拠がなくても捕獲枠の拡⼤に賛成
するかもしれませんが、⼀般市⺠は明確な科学的根拠なしにどのような意⾒が出せる
でしょうか？ 
 2019 年の商業捕鯨再開以来、捕鯨会社は経済的排他⽔域での捕鯨を実⾏していま
す。しかし、調査捕鯨時代と⽐べてその鯨⾁供給量は減っているにもかかわらず供給
量を上回るほどの在庫があり、鯨⾁の必要性が増えているという事実はありません。
実際、捕鯨業界は、総額で約 51 億円の政府補助⾦でなんとかまかなっている状態で
す。捕鯨業界的には、販売する⾁の種類が増えることは望ましいかもしれませんが、
それによって今後業界が補助⾦頼りを脱却できるという可能性があるとも思えませ
ん。 
 希少な種を捕獲することは国際的にも問題があり、⽇本に対する懸念を増⼤させ、
私たち市⺠にとってはいかなるメリットもありません。 
 
ナガスクジラを商業捕鯨の対象とすることに反対します。 

http://ika-net.jp/ja/whaleguide/19-fin-whale
http://ika-net.jp/ja/whaleguide/19-fin-whale
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<賛同 13団体一同> 
 
   アニマルライツセンター 

 イルカ＆クジラ・アクション・ネットワーク 

Okinawan Environmental Justice Project 

 化学物質問題市民研究会 
   ジュゴン保護キャンペーンセンター 

トラ・ゾウ保護基金 

No More Tanks 

 バイオダイバーシティインフォーメーションボックス 

 PEACE いのちの搾取ではなく尊厳を 

ヘルプアニマルズ 

 ライフインヴェスティゲーションエイゲンシー 

 Voice for Zoo animals 

リアルコンサーベーション 
  
＜賛同支援32団体＞ 
 (台湾以下 16団体) 
Sava Animals for Love Association(SALA) 
Taiwan Animal Equality Association(TAEA) 
Life Conservation Association(LCA) 
Facebook-Animal Skies 
Taiwan Society for the Prevention of Cruelty to Animals(TSPCA) 
Hiin studio 
Kindness to Animals(KiTA) 
Trust in Nature Foundation(TNF) 
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Environment & Animal Society of Taiwan(EAST) 
Facebook- farewell to dolphin tanks 
Taiwan Animal Protection Monitor Network 
National Taiwan University Animal Rights Club(ntuar) 
Kuroshio Ocean Education Foundation(KOEF) 
Foundation of Pescadores Citizens(FPC) 
The Jane Goodall Institute Taiwan 
Tree Huggers Taiwan 

<International> 

Animal Welfare Institute (USA) 

Australian Marine Conservation Society (Australia) 

Brazilian Humpback Whale Institute (Brazil) 

Brazilian Nature Conservation Institute (Brazil) 

Centro de Conservacion Cetacea (Chile) 

Cetacean Society International 

Dolphin Connection (USA) 

Humane Society International 

International Fund for Animal Welfare 

International Marine Mammal Project of Earth Island Institute 

M.E.E.R. e.V., Germany (Germany) 

ORCA (UK) 

Society for the Conservation of Marine Mammals, Denmark (Denmark) 

Whaleman Foundation (USA) 

Whale and Dolphin Conservation 

Zoocheck 
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ナガスクジラの捕獲は妥当か 
真⽥康弘（オーシャン・ガバナンス研究所代表理事・総括研究主幹） 

 

1. はじめに 

 

6 ⽉ 11 ⽇に開催された⽔産政策審議会資
源管理分科会は、⽔産庁より諮られていた
ナガスクジラを商業捕鯨の捕獲対象に加え
ること、及び捕獲枠を 60 頭（うち商業捕鯨
捕獲枠 59 頭、混獲枠 1 頭）が承認された。
これに基づき、⽔産庁はナガスクジラに対
する捕獲を正式に決定することとなる。 

普通漁獲枠の決定に関する資料は、⽔産
政策審議会資源管理分科会が開催される数
か⽉前には公表されるが、今回のナガスク
ジラについては開催当⽇の 1 時間前に⽔産
庁のウェブサイトにアップロードされるな
ど、異例の対応となった。同分科会では、捕
獲頭数に関するスライド資料は配布・回覧
されたものの、肝⼼の捕獲頭数の計算根拠
となる⽂書はウェブサイトにアップロード
されたのみで、委員にも配布されなかった。 

ところがこうした⽂書を⼀読してみたと
ころ、ナガスクジラの捕獲枠の科学的根拠
は極めて危ういように感じる。以下、その理
由を説明したい。 

 

2. ナガスクジラの推定資源量と捕獲枠の
「ずれ」 

 

⽔産政策審議会で回覧された資料では、
⽇本鯨類研究所が資源評価を⾏ったところ、
北⻄太平洋のナガスクジラの推定資源量は
19,299 頭であるところから鑑み、捕獲可能
量を 60 頭と設定した、と説明している。こ 

 

 

れだけ⾒ると、⼀⾒⾮常に控えめな捕獲枠
のように⾒える。 

 
図１：⽔産政策審議会に提出した⽇本鯨類研究所のスラ

イド。⽇本鯨類研究所「ナガスクジラの捕獲可能量算出」

（⽔産政策審議会第 132 回資源管理分科会配付資料） 

 

ところが、19,299 頭というのは 4 つある
と推定されるナガスクジラ系群のうちの北
⻄太平洋系群全体の数字である。⽔産政策
審議会に提出されなかった⽔産庁ウェブサ
イトにアップロードされた⽂書を⾒ると、
海区別での推定資源量を出しており、「⼩海
区(i)(Small Area i)」のナガスクジラ⽣息数は
6,722 頭、「⼩海区(ii) (Small Area ii)」の⽣息
数は 19,734 頭と推定している。 

 
図２：捕獲枠算定のために⽤いられた⼩海区(i)（左側）と

⼩海区(ii)（右側）。"Report from the external Panel requested 
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to review the proposal from Japanese scientists for catch limits 

of fin whales for Japanese commercial whaling," p. 1. 

 

⽔産政策審議会で回覧されなかったもう
⼀つの⽂書によると、60 頭というのは「⼩
海区(i))」の捕獲可能量であることが⽰され
ている。 

 
図３：⽇本側が作成した捕獲枠の説明。⼩海区(i)での捕獲

枠は 60 頭、より広い⼩海区(ii)での捕獲枠は 205 頭と算

定したことが⽰されている。Japan’s RMP Team, "Catch 

limits for western North Pacific fin whales calculated in line 

with the IWC’s Revised Management Procedure (RMP)," p. 16. 

 

資源量推定値 19,299 頭というのは北⻄太
平洋系群全体の推定資源量である⼀⽅、捕
獲可能量 60 頭というのは⼩海区(i)のナガス
クジラの捕獲可能量である。したがって両
者を並列的に扱う⽔産政策審議会に提出し
た資料での記述はミスリーディングである。
正しくは、⼩海区(i)の推定資源量は 6,722 頭
であるところ、これに対して捕獲可能量が
60 頭だと表現すべきであろう。 

とはいえ、推定資源量が 6,772 頭で年間
の捕獲枠が 60 頭ということならば、捕獲量
は推定資源量の 1%未満となる。⼗分控えめ
な捕獲枠のように⾒える。 

ところが、60 頭というナガスクジラ捕獲
枠は、⼩海区(i) (推定資源量 6,722)全体のも
のである⼀⽅、実際に捕獲を⾏うのはその
うち約 10%である⽇本の排他的経済⽔域
(EEZ)内に過ぎない。単純に EEZ 内の資源
を全体の 10%とすると、捕獲量/資源量は
60/672 となり、約 10%弱となる。僅か 1年
で現存する資源、しかも⿂ではなく哺乳類

であるクジラの 10%を捕獲するというのは
かなり⼤きな捕獲圧である。 

 

3. 外部レビューパネルの指摘 

 

⽇本はこれまで商業捕鯨の捕獲枠を設定
する際、外国⼈専⾨家を招聘した「外部レビ
ューパネル」を開催し、ここからのコメント
を受けるという⼿続きを取っている。ナガ
スクジラについても昨 2023年 9 ⽉に同レビ
ューパネルが開催されていたのだが、同パ
ネルが開催されていたことやこのパネルか
らの報告書は⽔産政策審議会が開催された
2024 年 6 ⽉ 11 ⽇まで伏せられたままで、
同⽇にその報告書が公開されている。なぜ
公開までに数か⽉も要したのか、極めて不
可解である。 

しかしこのレビューパネル報告書を読む
と、ナガスクジラの捕獲枠設定の科学的根
拠の危うさが明らかとなっている。 

先述した⼩海区(i)の推定⽣息数(6,772 頭)

から導いた捕獲枠(60 頭)と、⼩海区(ii)の推
定⽣息数(19,299 頭)から導いた捕獲枠(この
場合 205 頭と⽇本側は算定)という 2 つの選
択肢を提⽰された外部レビューパネルは、
「捕獲を⾏う範囲が捕獲可能量算出の選択
肢として提⽰された 2 つの「⼩海区」のい
ずれかの海区の範囲全体ではなく、⽇本の 

EEZ の太平洋側のみ（⼩海区(i)のわずか約 

10％を占める海域）であることを考えると、
更に考慮しなければならない側⾯がある」
「これらの海域の鯨類が、もし仮に、とりわ
け⽇本の EEZ 内へ⼗分に迅速に混合（移動）
していない場合、局所的な枯渇を引き起こ



 8 

す可能性がある」と指摘する1。すなわち、
外部レビューパネルは、もしナガスクジラ
が EEZ の内外を広く回遊していなければ⽇
本の EEZ内でナガスクジラが枯渇する恐れ
があると指摘しているのである。 

外部レビューパネルはさらに、ナガスク
ジラの回遊についての科学的知⾒は今のと
ころ⾮常に不⼗分であるが、それを分析し
たところ、東⻄移動は経度的に 2.6-3度であ
り、東⻄⽅向を幅広く回遊していない、と指
摘する。⼩海区(i)は経度的な広がりが 35度
しかないが、ナガスクジラが EEZ を挟んで
常⽇頃回遊しているわけではなく、こうし
た EEZ を挟んだ広い規模の回遊は「10年単
位の時間軸だ」と述べるとともに、ゆえに局
所的な枯渇の可能性を考慮しなければなら
ない、と外部レビューパネルはさらに指摘
している2。 

 
図４：標識調査によるナガスクジラの回遊。⽇本の EEZ

内では現在サンプルが 2 つしかないこと、このサンプル

から⾒ると東⻄回遊の範囲が限定的であることが⽰され

 
1 "Report from the external Panel requested to review the 
proposal from Japanese scientists for catch limits of fin whales 
for Japanese commercial whaling," p. 3. 

ている。"Report from the external Panel requested to review 

the proposal from Japanese scientists for catch limits of fin 

whales for Japanese commercial whaling," p. 4. 

ナガスクジラの移動に関してはサテライ
トタグを⽤いた標識調査から得られたデー
タがあるのだが、⽇本の EEZ で測定された
事例は 2 頭でしかない。ゆえにレビューパ
ネルは、この種の回遊について⼗分に調べ
るべきだ、と⾔及する。 

さらに外部レビューパネルは、⽇本側が
⼩海区(ii)では捕獲枠を 205 頭算定できると
結論付けたことに対して、⼩海区(ii)で計算
した場合の年間 205 頭という捕獲枠は、ナ
ガスクジラに対して回復不可能な資源減少
をもたらす恐れがあるとも批判する。⼩海
区(i)を基準にした年間 60 頭という捕獲枠に
関しても、EEZ のナガスクジラが EEZ内に
とどまり続け、公海のナガスクジラも公海
にとどまり続けるという極端な事例を仮定
すると、年間 60 頭の捕獲は 4年間で 40%の
資源減少の可能性があると指摘する（年間
に資源量の 10%ナガスクジラを捕獲すると
仮定すると、4 年だと当然 40%と捕獲する
という計算になろう）。ただ、不可逆的なほ
どの資源減少かと⾔われれば、中期的な⽬
で⾒るとそうとは⾔えないとして、205 頭と
60 頭なら、60 頭の捕獲枠を選択すべきであ
る、と結論付けている。但し資源が減ってな
いか 4年以内に調べること、「ナガスクジラ
がどのくらい移動しているか⼗分調査する
こと、を勧告している3。 

ナガスクジラ捕獲枠に関してはさらに懸
念すべき事項がある。⽔産政策審議会開催
⽇に⽔産庁ホームページにアップされたも

2 Ibid. 
3 Ibid., p. 4. 
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のの同審議会に回覧されなかった、ナガス
クジラの推定資源量と捕獲枠の設定を説明
した⽂書（Japan’s RMP Team, “Catch limits for 

western North Pacific fin whales calculated in 

line with the IWC’s Revised Management 

Procedure (RMP),”）によると、今回のナガス
資源量推定のそもそもの典拠は、Takahashi 

et al. (2023a)というペーパーだと引⽤元を⽰
しているところ、脚注ではこのペーパーは
未公開(unpublished)のドキュメントである
とされている。未公開のドキュメントはそ
もそもいかなる意味においても科学的根拠
とはなり得ない。それが科学であるか否か
の基準として「反証可能性」というものがあ
る。未公開のものは、そもそも内容がどのよ
うなものか、検証することもできないし、そ
れが誤っていると反証することもできない。
反証が不可能という意味で、科学の基準を
満たしていないのである。これだけを⾒て
も、残念ながらナガスクジラの捕獲枠の計
算は、科学的なものと⾔えない。 

 上記⽂書には、北太平洋における最近の
資源量推定値は 2020-21 年の⽇本実施の調
査、及び 2017-22年の IWC と⽇本が共同で
実施した調査のデータによるものであるこ
とが記載されている(pp. 8-9)。 

 

 
図 6：太平洋での調査。Japan’s RMP Team, p. 9. 

 

しかしこの図を⾒ると、実際の捕獲予定
海域の⽇本の EEZ での調査は僅かでしかな
いことも同時に⽰されている。⽇本の EEZ

内だけだと、数回ジグザク航⾏をしている
に過ぎない。また、この図にはナガスクジラ
が発⾒された地点が⾚⾊で⽰されているが、
⽇本の EEZ内だと僅か 3カ所にとどまって
いる。 

 ⽇本はオホーツク海のナガスクジラの資
源量推定はロシアとの共同調査に基づくと
している。 

 
図 7：オホーツク海でのロシアとの共同調査。⻩⾊の線が

調査の航跡。⾚い三⾓印はナガスクジラが発⾒されたこ

とを⽰す。Japan’s RMP Team, p. 10. 
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 しかしここでも、⽇本の EEZ内で発⾒さ
れた頭数は限られており、しかもその多く
はロシアが占拠している海域であることが
わかる。こうしたデータのみで、ナガスクジ
ラの捕獲枠を算定したというのは、少なく
⾒積もっても実に驚くべきことであると⾔
える。 

さらに付⾔すると、上記⽂書の執筆者が
「Japan’s RMP Team」となっているものの、
ではこのチームが誰によって構成されてい
るのか、著者は具体的に誰であるのかが、こ
の⽂書には全く⽰されていない。筆頭著者
も、セカンドオーサーも、サードオーサー
も、⼀切記述がないのである。「名無し」の
論⽂という、極めて異例のものであるとい
えよう。なぜ著者を隠す必要があるのだろ
うか。隠したい意図でもあるのだろうか。あ
まりに内容が科学的に稚拙であるため、名
前を出したくないということなのであろう
か。 

他⽅、外部レビューパネルの報告書は、参
加者が誰であるか明記されている。この外
部レビューパネルは⽇本側が設けたもので、
参加者は⽇本側が招致している。したがっ
てメンバーは国際司法裁判所で⽇本の調査
捕鯨が審議された際⽇本側証⼈としてわざ
わざ証⾔台に⽴ったノルウェーのラース・
ワロー博⼠や、以前から⽇本の捕鯨に関す
る基本的⽴場を⽀持し⽇本に助⾔を与えて
いた南アフリカのダグラス・バタワース博
⼠などによって構成されている。 

 こうした⽇本の捕鯨に関する基本的な⽴
場をずっと⽀持してくれていた科学者の
⽅々から、「こんなに獲ってしまったら、局
所的な枯渇を招く恐れがあるのではないか」
と忠告を受けている点は⾮常に重く受け⽌

めてしかるべきであると⾔えよう。 

 

4. ⼿続き上の問題 

 

ナガスクジラの捕獲枠設定に際し、⽔産
庁はパブリックコメントを公募している。
⽔産政策審議会での⽔産庁側の発⾔による
と、千件以上のパブコメが寄せられたそう
である。 

パブコメ募集に際して⽔産庁は、ナガス
クジラの捕獲に関する⽂書を公開している。
しかし、この⽂書にはクジラの捕獲頭数の
計算⽅式についての⼀般的な説明があるの
みで、推定⽣息数がどのくらいであるのか、
その推定⽣息数はどのような調査によって
得られたものであるのか、捕獲枠を実際何
頭設定したいのか、⼀切の記述が存在して
いない。これでは、⼀体何をコメントすれば
よいのか、コメントする側に判断基準が明
かされていないといって良い。 

先述したように、こうした推定⽣息数や
捕獲頭数に関する⽂書は⽔産政策審議会の
当⽇に⽔産庁のホームページにアップロー
ドされたのみであり、⽔産政策審議会には
これらの⽂書も配布されず、委員が捕獲枠
の計算に関して⽬にしたのはおおまかな説
明が記されているスライドのみであった。
これでは委員に⼗分な説明をしたとは⾔い
難い。 

そもそも推定⽣息数や捕獲頭数に関する
計算は、外部レビューパネルが昨年 9 ⽉に
開催されている以上、⽔産政策審議会の数
か⽉前に終わっているはずであり、これに
関する⽂書もパブコメの際に開⽰できたは
ずである。何の具体的な説明を⾏う⽂書も
開⽰しないなか、いきなり当⽇に⽔産政策
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審議会の委員が何も精査できないまま⽂書
をホームページにアップロードしたのみで
事⾜れりとした今回のナガスクジラ捕獲に
関する⼿続きは、透明性を著しく書いてい
ると⾔わざるを得ない。 

 

5. 結びに変えて 

 

 以上、ナガスクジラの捕獲に関して、問題
点を簡単に指摘した。ナガスクジラの捕獲
は、科学的な根拠を⽋いていると⾔わざる
を得ない。 

 ナガスクジラの捕獲に関しては、本来商
業捕鯨を強く推進している関係者からも、
懸念や批判の声を聞く。 

 元⽔産庁幹部で国際捕鯨委員会に⻑年出
席し、反捕鯨国や NGO相⼿に⻭に⾐着せぬ
物⾔いで交渉に当たったことで知られる⼩
松正之・⽣態系総合研究所代表理事は「拙速
だ。科学的な調査が公表されておらず、判断
できない」「⼿続き的におかしい」と批判し
ている4。また、これまで最も捕鯨を推進し
てきたある関係識者からも「国⺠を愚弄し
ている」などといった激しい⾔葉を私⾃⾝
聞いたことがある。 

 ナガスクジラ捕獲に関しては、国際法上
の問題も⾒逃せない。国連海洋法条約第 65

条では、鯨類については、その保存、管理及
び研究のために適当な国際機関を通じて活
動しなければないないという「協⼒義務
(duty to cooperate)」が定められている。脱退
したものの、オブザーバーとして参加する

 
4 朝⽇新聞「新しい国産捕鯨⺟船が出港 政府が後押し
する中、国内外から懸念の声」2024 年 5 ⽉ 21 ⽇ 12 時
08 分配信。
https://digital.asahi.com/articles/ASS5P0CK3S5PTZNB011M.
html?iref=pc_ss_date_article 

ことを通じてこの義務を果たすとしている。
しかし単なるオブザーバー参加だけではこ
の義務を満たすとは考え難く、有意味な参
加が必要となる。 

本 2024年 4 ⽉から 5 ⽉にかけて、国際捕
鯨委員会(IWC)は科学委員会を開催してい
る。しかし⽇本はナガスクジラの捕獲に関
して、何の⽂書も提出せず、IWC 科学委員
会の場で何の公的な発表も説明を⾏わなか
った。これでは協⼒義務を果たしたとは⾔
えない。実際、このことに関して、⽶国 Lewis 

& Clark Law School で国際法を専攻するク
リス・ウォルド(Chris Wold)教授より、今回
の⽇本のナガスクジラ捕獲に関する⾏動は、
国連海洋法条約 65 条違反であると指摘さ
れている5。 

科学的根拠を⽋き、国際法上もその違法
性が問われている今回のナガスクジラ捕獲。
今⼀度⽴ち⽌まり、再考することが妥当と
⾔えよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

5 Chris Wold, “Japan Expands Its Whale Hunt to Include Fin 
Whales and Violates Its Duty to Cooperate,” EJIL Talk!: Blog 
of the European Journal of International Law, June 26, 2024. 
https://www.ejiltalk.org/japan-expands-its-whale-hunt-to-
include-fin-whales-and-violates-its-duty-to-cooperate/ 

https://digital.asahi.com/articles/ASS5P0CK3S5PTZNB011M.html?iref=pc_ss_date_article
https://digital.asahi.com/articles/ASS5P0CK3S5PTZNB011M.html?iref=pc_ss_date_article
https://www.ejiltalk.org/japan-expands-its-whale-hunt-to-include-fin-whales-and-violates-its-duty-to-cooperate/
https://www.ejiltalk.org/japan-expands-its-whale-hunt-to-include-fin-whales-and-violates-its-duty-to-cooperate/
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こんなに捕って、どうするの？ 
佐久間淳子 

5 ⽉に、「⽇本近海のナガスクジラに、59 頭の捕

獲枠が付けられる⾒込み」と報じられ、ほどなく

「アイスランド政府が、今年に限って同国 200 カ

イリ内にナガスクジラの捕獲枠を設定した（捕って

良いとした）と報じられたため、⼼穏やかでない⼈

が多かろう、と、思います。 

⽇本政府の、ナガスの捕獲枠の算出については、問

題点を真⽥さんが詳しく解説してくださっています

ので、筆者は「その捕獲枠を存分に使ったら、鯨⾁

の供給量がどうなるのか」について考えてみようと

思います。 

結論を先に⾔うならば「そんなに捕って、どうする

の？」ということです。 

 まず、⽇本政府が設定した、ナガスクジラ 59 頭

という規模を、売れる⾁に換算すると、⽔産庁国際

課捕鯨室の⾒込みでは 1500トン程度、共同船舶の

所社⻑のコメントからすると、1300トン程度にな

ると⾒込まれます。アイスランドの捕獲枠について

は、これまで⽇本への輸出を前提に捕獲してきた海

域の捕獲枠に限っていえば 99 頭。それ以外に、

2023年に⽇本向けに捕獲した 24頭分のナガス⾁が

まだ輸⼊（通関）されていないのが、およそ 400

トン強、どこかで眠っているはずです。この 400

トンは、⽇本に輸送するコストが割⾼になることか

ら、まだアイスランドで冷凍保管されている可能性

が⾼いので、今年の 99 頭枠を全部消化して、いま

までの 1 頭あたりの輸出量 17.2 トンを 123 頭分と

考えると、2100トン強となります。早ければ年内

にも⽇本に届き、年が明けてほどなく通関、という

のが 2023年春までの流れでした。 ですので、ご

覧いただく供給料と市場在庫のグラフでは、「アイ

スランドが今年 99 頭のナガスを捕って、ストック

分とともに⽇本にもたらされる」ことと、「200 カ

イリ内で 59 頭のナガスクジラを捕って、市場に流

す」ことを織り込んだとして仮定の 2024〜2025年

の棒グラフを⽰しています。ざっくり、5800トン

くらいになります。 ただし、アイスランドで⽇本

向けにナガスクジラを捕っているクバルル社は、

「状況が不安定だから、今年は、捕鯨はしない」と

表明しています。雇⽤状況などの説明が、英字報道

にはありましたが、「不安定」はそれだけではない

でしょう。 

 2023年の供給量を⽰す棒グラフに「⾃社在庫

2000トン」と⽰した枠を設けました。これはなに

かというと、共同船舶での⼊社式で、所社⻑がコメ

ントした内容を⽔産紙記事から拾ったものです。

23年 2⽉にアイスランド産ナガス⾁を 2500トン

輸⼊したわけですが、その 2000トンが、今年の 4

⽉ 1 ⽇段階で 2000トン、同社の在庫となっている

というのです。1年強で 500トンしか売れなかった

ことになります。 そんなときに、さらに 2000ト

ンを越えるようなナガス⾁を輸⼊するでしょうか

ね？ これが、クバルル社の指摘する「不安定」要
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素だと思います。共同船舶に、アイスランド産ナガ

ス⾁を買う⼒が、あるのか？ ということです。 

 冷凍鯨⾁は、冷凍倉庫を借りて保存しています。

⽇々、冷凍庫代が消えていくのです。1年も抱えて

いたらいくらになるのでしょう。 

 ですから、200 カイリ内のナガスも同様に考える

と。捕獲枠が 59 頭と、当初の所社⻑の⾒込み「18

〜20 頭」を

⼤幅に上回

る数です

が、これ

も、ホイホ

イ捕ると思

いますか？

もしホイホ

イと捕ると

したら、満

枠でほぼ同じ程度の鯨⾁を得られるニタリクジラを

より広い海域で追い回すよりも、ずっと効率に鯨⾁

⽣産ができると思います。 

 いろいろ考えると、「捕獲枠の設定」どおりの頭

数が、捕られるのかどうかは、微妙だなあ、とも思

うのです。 

  

 

今春、操業に加わった⺟船「関鯨丸」のことを考え

ると、もう⼀つの可能性も考えられるので、付け加

えておきましょう。もし、ニタリクジラ 187頭を

捕るのをやめて、代わりにナガスクジラ 59 頭を捕

ったらどうなるか。おそらくは操業期間が 1 か⽉

以上短くなります。関鯨丸の出番が 1 か⽉減ると

いうことです。捕鯨のシーズンが来年 5 ⽉に始ま

るとして、共同船舶は、この船を半年以上も寝かせ

ておくでしょ

うか？ リー

ファーコンテ

ナを利⽤して

なにかを運ぶ

か、リーファ

ーコンテナを

外して、なに

かを積み込む

か、いずれに

しろ、関鯨丸

でなにかを海上輸送する仕事をさせるのではないで

しょうかね。 

 同社は、三坂商事からアイスランド産ナガス⾁の

輸⼊業務を引き取りました。次は、関鯨丸に、捕鯨

⺟船としての仕事以外の仕事も取ってくるのではな

いでしょうか。単事業では、なかなか経営は成り⽴

たないと思います。 
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○イルカの水族館飼育を止めるために・・

毎年、秋風が吹き始める頃、イルカ猟が始まりま

す。イルカの捕獲は、国が捕獲可能とする10種に

関して認めており、現在は5つの県で知事が県内

の捕獲地域に、国の定めた捕獲枠を与えています。

イルカの捕獲は、鯨肉の代替品となっていた90年

代には盛んでしたが、その後、鯨肉が出回ったこ

と、またイルカの肉の需要が減少して現在はかなり

少なくなっています。それでも、水族館などの飼育

施設でのイルカ人気で、生捕りにして販売する追い

込み猟は無くなりません。追い込み猟が唯一行われ

ている太地では、いまだに生体捕獲があり、その捕

獲が残酷だと世界動物園水族館協会から指摘され、

国内外からの抗議も繰り返し行われていますが、国

は資源として利用する立場です。 

一方で、もし、水族館等の施設での飼育がなくなれ

ば、業としての継続は難しくなります。IKANは、

この点に焦点をあて、イギリスの動物福祉協会と連

携して、新しくパンフレットを作成しました。「ど

こからきたの？」というタイトルで、お子さんにも

わかりやすい内容となっています。ホームページか

らのダウンロードも可能ですので、ご利用くださ

い。 

今年度の捕獲枠はまだ公表されていませんが、参考

までに昨年度捕獲枠を以下に紹介します。 
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